
 

  

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.1】 

担当部局 住宅局 
 

事前評価票の 
施策等名 

マンションの建替えの円滑化に係る制度の拡充 

評価結果に基づく 
措置 

(1)マンションの建替えの円滑化等に関する法律の一部改正案を国会に提出し
た。（平成１４年１１月） 

(2) マンション建替事業に係る税制の特例措置の拡充を要望した。（平成１４
年８月） 
・ 隣接敷地を含めたマンション建替事業に伴い隣接敷地について権利を

失う者等に拡充 
(3)マンションの建替えを支援する助成措置等を講ずるため、以下の拡充を要
望した。 
① 補助制度の拡充 
・ 優良建築物等整備事業（マンション建替えタイプ）の要件緩和（平成１

４年８月） 
・ 都市再生住宅制度の要件緩和（平成１４年８月） 
② 住宅金融公庫の都市居住再生融資の要件緩和（平成１４年８月） 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ・ 平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「１．魅力ある都市・
個性と工夫に満ちた地域社会」の実現に資する施策であると判断 

・ 都市再生の推進の観点から、緊急性が高いと判断 

現状と今後の予定 (1)マンションの建替えの円滑化等に関する法律の一部改正法案が成立し（平
成１４年１２月）、平成１５年６月１日から施行された。 

(2)マンション建替事業に係る税制の特例措置の拡充が図られた。（平成１５年
４月） 

(3)マンションの建替えを支援する助成措置等を講ずるため、以下の拡充が認
められた。 
① 助制度の拡充 
・ 優良建築物等整備事業（マンション建替えタイプ）の要件緩和（平成１

５年４月）【平成１５年度予算額：優良建築物等整備事業費１２５億円
の内数】 

・ 都市再生住宅制度の要件緩和（平成１５年４月）【平成１５年度予算額：
住宅市街地整備総合支援事業費５４２億円の内数】 

② 住宅金融公庫の都市居住再生融資の要件緩和（平成１５年４月） 
その他特記事項 平成１５年１月の「住宅局関係予算概要」における「新重点４分野」のうち、

「１．魅力ある都市・個性と工夫に満ちた地域社会」に位置づけられている。 
 

 



 

 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.2】 

担当部局 住宅局 

事前評価票の 
施策等名 

住宅取得資金の贈与に係る贈与税の特例措置の大幅な拡充 

評価結果に基づく 
措置 

○住宅取得資金の贈与を受けた場合に係る贈与税の特例措置を拡充する税制
改正要望を行った（平成１４年８月）。 

 
 

関連して講じた措置  
 

政策判断の理由 ○平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題への対応」
のうち「経済の活性化（デフレの反転、民需の自律的拡大に向けて）」に資
する施策であると判断。 
 

現状と今後の予定 ○住宅取得資金の贈与を受けた場合に係る贈与税の特例措置について以下の
通り拡充が認められた。 

（１） 住宅取得資金等に係る相続時精算課税制度の特例の創設（H17.3.31 ま
で） 
① 一般の非課税枠 2500 万円に 1000 万円上乗せし、3500 万円まで贈

与税を非課税とする。 
② 贈与者（親）の年齢が６５歳未満である場合についても適用可能

とする。 
（２） 住宅取得資金等の贈与に係る贈与税額の計算の特例措置については、

経過措置として存置する（H17.3.31 まで）。 
 

その他特記事項  
 

 
 



 

 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.3】 

担当部局 総合政策局 
 

事前評価票の 
施策等名 

ＩＴを活用した観光ポータルサイトの整備 

評価結果に基づく 
措置 

・ 観光ポータルサイトの整備のために平成１５年度予算要求を行った。 
（平成１４年８月） 

 

関連して講じた措置  
 

政策判断の理由 ・ 観光振興に関する副大臣会議報告書（平成１４年７月４日）の提言５「観
光振興に関する関係府省の施策の連携連携・協力の推進」の１．に「観光
振興のため関係施策・情報のデータベースを整理し、上記の施策を関係府
省は連携・協力して実施する。」とされたため、緊急的にポータルサイト
を整備することが必要と判断。 

・ 高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関す
る法律の一部を改正する法律案に対する付帯決議（平成１４年６月２８日 
衆議院国土交通委員会）（参議院同趣旨）において、政府は、本法の施行
に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを期すべき
であるとされ、その５において「ホテル、旅館、病院、老人ホームなど、
宿泊や治療、療養等の滞在型用途に用いられる居室については、その一定
の割合のバリアフリー対応が可能となるよう、適切な設計事例や設計方法
の周知、利用者に対する情報の提供など必要な措置を講ずること。」とさ
れたため、高齢者・障害者等の旅行環境の整備に資する本ポータルサイト
の整備が必要と判断。 

・ 平成１４年１１月「改革加速プログラム」における「創業・新規開業の支
援等」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講じることが適当と判
断。 

 
 

現状と今後の予定 ・ 観光ポータルサイト整備のための補正予算が認められた。 
【平成１４年度補正予算額：１億円（情報処理業務庁費）】 

 
 
 

その他特記事項 ・ グローバル観光戦略（平成１４年１２月２４日） 
・ 観光立国懇談会報告書（平成１５年４月２４日） 
 

 
 



 

 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.4】 
担当部局 国土計画局 

事前評価票の 
施策等名 

業務核都市の整備による首都圏の都市再生 

評価結果に基づく 
措置 

○業務核都市において整備される中核的民間施設について、法人税、事業所税
及び特別土地保有税の特例措置の対象を拡充（適用対象となる第三セクター
要件の撤廃）する税制改正要望を行った。（平成１４年８月） 

 
 

関連して講じた措置  
 

政策判断の理由 ○平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」のうち
「都市再生」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講じることが必要
と判断。 

 
○平成１４年７月に首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律
（工場等制限法）が廃止されたことから、大都市中心部における人口及び諸
機能の過度な集中の改善のため、業務核都市の一層の整備が必要と判断。 

 
○制度制定以来、業務核都市はその拠点性を高めてきているものの、業務核都
市の一部の地域において、近年の経済状況により、第三セクターや民間企業
等による中核的民間施設の整備に遅れが見られ、緊急に措置を講じることが
必要と判断。 

 
現状と今後の予定 ○業務核都市において整備される中核的民間施設について、特別土地保有税の

特例措置の対象が拡充（第三セクター要件の撤廃）された（平成１５年３月） 
 

その他特記事項  
 

 
 



 

 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.5】 

担当部局 土地・水資源局 
 

事前評価票の 
施策等名 

土地の流動化・有効利用のための土地税制の抜本的見直し 

評価結果に基づく 
措置 

○ 以下の税制改正要望を行った（平成１４年８月） 
・ 土地・建物に係る流通課税の大幅な負担軽減等の抜本的見直し 
・ 特別土地保有税の廃止又は課税停止 
・ 大都市の商業地等を中心とする土地等に係る固定資産税等の負担軽減 
・ 個人の土地長期譲渡所得に係る税率の引下げなど土地譲渡益課税制度の

再構築 
 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○ バブル崩壊以後、不動産市場は実需中心の市場へと構造変化しており、右肩
上がりの地価上昇と土地の資産としての有利性を前提とした現行の土地税制
を抜本的に見直す必要がある。 

○ また、平成１５年度国土交通省重点施策として、「当面する課題」のうち「経済
の活性化」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講じることが適当と判
断した。 

○ 現下の厳しい経済情勢の中、資産デフレが進行し、不動産に対する深刻な需
要不足から不良債権問題が深刻化しており、それらに早急に対応する必要があ
る。 

 

現状と今後の予定 ○ 平成１５年度税制改正にあっては、以下の項目について措置されることとされ
た。（平成１５年４月） 

 ・ 登録免許税については、恒久措置として、全般的に本則税率を大幅に引下げ
るとともに、平成１５年４月１日から平成１８年３月３１日までの間は、さらに
税率を恒久措置の１／２とした 

・ 不動産取得税については、平成１５年４月１日から平成１８年３月３１日まで
の間、税率を４％から３％に引下げるとともに、土地についての課税標準の
特例（１／２）を３年間延長した 

・ 特別土地保有税については、平成１５年度以降、当分の間、課税を停止した 
○ 土地に係る固定資産税のあり方については、平成１５年度税制改正大綱（与党

三党）において「今後の土地を巡る諸情勢や地方税体系全体のあり方等を踏ま
えつつ、幅広い観点から、直ちに具体的な検討を進めるものとする」こととされ
た。 

○ 今後も引き続き、土地の流動化・有効利用の実現のため、土地税制の抜本的
な見直しに向けた要望を行っていく予定。 

○ また、深刻な経済情勢の中、資産デフレを克服し、経済の活性化を促すための
土地税制のあり方についても併せて検討を行っていく。 

 

その他特記事項 ○ 「保有課税については、応益負担の原則から、（中略）受益と負担とのバランス
が取れるように税負担を抜本的に見直すべきである。流通課税、譲渡所得課税
等のその他の税制については、不動産を差別的に取り扱って重い負担を課す
前提が崩れている以上、他の資産と同等の税負担となるよう見直す必要があ
る。」（国土審議会土地政策分科会企画部会中間報告「２１世紀の社会・経済に
対応した土地税制の構築」（平成１４年１０月）） 

 

 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.6】 

担当部局 都市・地域整備局 

事前評価票の 
施策等名 

都市再生促進税制（都市再生緊急整備地域における特例措置）の創設 

評価結果に基づく 
措置 

・認定民間都市再生事業に関し、事業者、事業に協力する地権者を中心に税制
上の特例措置を講ずるための税制改正要望を行った。（平成１４年８月） 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ・都市再生特別措置法に対する附帯決議（平成１４年３月）において、都市再
生緊急整備地域における都市再生事業の実施等に係る必要な税制上の措置
について、引き続き検討することとされた。 

・デフレ対策について（平成１４年７月 自由民主党デフレ対策特命委員会） 
 において、構造改革に資する産業再編税制（設備廃棄・集約化促進、企業再
編促進等）、都市再生を支援する税制の検討を進めることとされた。 

・平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」のうち  
「都市再生」及び「経済活性化」に資する施策であるとして、緊急的に措置
を講ずることが適当と判断。         
 

 

現状と今後の予定 都市再生の拠点となる都市再生緊急整備地域において国土交通大臣が認 
定する民間都市再生事業を強力に促進するため、事業者の初期負担の軽減を
図るとともに、従前地権者の事業協力の確保を図る観点から、認定事業者、
地区内残留者及び地区外転出者に係る所得税、法人税、登録免許税、不動産
取得税、固定資産税、都市計画税、特別土地保有税について、特例措置の創
設が認められた。 

 
その他特記事項  

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.7】 

担当部局 都市・地域整備局 

事前評価票の 
施策等名 

民間都市開発事業を推進する新たな統合補助制度の創設 

評価結果に基づく 
措置 

都市再生総合整備事業（総合整備型）を改編し、ハード事業からソフト事業
までをパッケージにして総合的に支援する新たな統合補助制度を創設するた
めの予算要求を行った。具体的な内容は下記２点。（平成１４年８月） 
 
・都市再生特別措置法に基づく都市再生緊急整備地域内において都市・居住
環境整備重点地域を定め、都市再生総合整備事業を実施する場合にあって
は、地域整備方針を当該重点地域の基本計画とみなすことができる。 

 
・特定地区において、民間事業者を含む各事業主体が実施する事業を盛り込
んだおおむね１０ヶ年の都市再生事業計画を地方公共団体等が策定し、国
は都市再生事業計画に基づき年度毎に補助金を一括交付する。 

 
関連して講じた措置  

 
政策判断の理由 ・平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」のう

ち「都市再生」及び「経済活性化」に資する施策であるとして、緊急的に
措置を講じることが適当と判断 

 

 
 

 

現状と今後の予定 都市再生総合整備事業（総合整備型）を改編し、新たな統合補助制度を創設す
ることは財務省平成１５年度予算内示において認められた。 
【平成１５年度予算額：約４２億円（国費）の内数】 
 
 

その他特記事項  
 
 

 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.8】 

担当部局 都市・地域整備局 

事前評価票の 
施策等名 

既存ストックを活用した全国都市再生の推進のためのまちづくり総合支援事
業の拡充 
 

評価結果に基づく 
措置 

空き店舗や歴史的な建造物などの既存建造物を活用した施設整備への支援
を明確化するため下記の予算要求を行った。（平成１４年８月） 
 
・事業メニューに「既存建造物活用事業」を追加する。 
 

関連して講じた措置  
 

政策判断の理由 ・平成１４年４月都市再生本部決定「全国都市再生のための緊急措置」におけ
る「全国都市再生への支援」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講
じることが適当と判断。 

 
 

現状と今後の予定 事業メニューに「既存建造物活用事業」を追加することは、財務省平成１５年
度予算内示において認められた。 
【平成１５年度予算額：７３０億円（国費）の内数】 
 
 

その他特記事項  
 
 

 



 

 
措置状況報告票（政策アセスメント）【No.9】 

担当部局 都市・地域整備局 

事前評価票の 
施策等名 

中小市町村における下水道整備支援の拡充 

評価結果に基づく 
措置 

・下水道の根幹的施設について都道府県が代行して施行する都道府県代行制
度について、対象市町村の要件を拡大するよう要求した。また下水道事業
の補助について、市町村合併の前後で不利益が生じないよう、措置するこ
とを要求した。 

 
関連して講じた措置  

 
政策判断の理由 ・平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「主要政策の展開」のう

ち「地域 魅力と活力にあふれた自立的地域経済社会の形成」に資する施策
であるとして、緊急的に措置を講じることが適当と判断 

現状と今後の予定 ・都道府県代行制度の拡充は財務省平成１５年度予算内示において認められ
た。 

・市町村合併にかかる下水道の補助対象範囲にかかる不利益回避措置は平成 
１５年度予算内示において認められた。 

  【平成 15 年度予算額：下水道事業費 8,992 億円（国費）の内数】 
  

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.10】 

担当部局 河川局 
 

事前評価票の 
施策等名 

消流雪用水導入事業拡大 
 

評価結果に基づく 
措置 

・従来、市街地等の都市部における対策であったものに加えて、特に豪雪被害
の著しい地域に対応した消流雪用水導入事業の実施を可能とするよう、採択
基準を拡充する予算要求を行った。（平成 14 年８月） 

  
 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ・豪雪地帯対策特別措置法で指定する特別豪雪地帯において、積雪深が大きく
積雪日数が多い地域については、家屋の除雪が道路脇に積まれ、歩道や車道
が狭くなり通学路の確保困難や交通渋滞など深刻な社会問題となっており、
消流雪用水導入事業の必要性が極めて高いと判断。このような地域での被害
状況に対して適切な対策を行うため、従来の市街地に限定されていた事業区
域に加えて、豪雪被害の特に著しい地域において、消流雪用水導入事業の実
施が可能な制度の整備を図る必要があった。 

 

現状と今後の予定 ・消流雪用水導入事業の採択基準の拡充が認められ、特別豪雪地帯の中でも市
街地以外の積雪深が大きく積雪日数が多い地域についても事業実施が可能
となった。 

【平成 15 年度予算額：河川事業費 5,306 億円（国費）の内数】 
・平成 15 年４月より当該拡充内容を消流雪用水導入事業実施基準に定めて実
施。  

 
その他特記事項  

 
 
  



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.11】 

担当部局 住宅局 
 

事前評価票の 
施策等名 

既存オフィスビル等の住宅への転用 

評価結果に基づく 
措置 

ⅰ）採光に係る有効面積の算定について、都心部における建築物の立地状況を
勘案して、合理的な算定方法を定めた。 

ⅱ）既存オフィスビル等の住宅等への転用を推進するため、改修工事の設計施
工指針の検討等を行った。 

ⅲ）都心部等における高齢者向け優良賃貸住宅への転用について、住宅として
の機能確保のための費用を補助対象に追加する要求を行った（平成 14 年度
8 月）。 

ⅳ）既存オフィスビル等を市街地住宅に転用するために必要となる経費の一部
を補助対象に追加する要求を行った（平成 14 年度 8 月）。 

ⅴ）既存オフィスビル等を優良な賃貸住宅として転用した場合について、改良
工事費の３０％の特別償却を認める再生賃貸住宅供給促進税制を創設する
要望を行った（平成 14 年度 8 月）。 

 
関連して講じた措置  

 
 

政策判断の理由 ・平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」のう
ち「都市再生」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講じることが
適当と判断 

 
 
 

 

現状と今後の予定 ⅰ）住宅の居室の窓等について採光に有効な面積の算定方法を合理化するた
め、平成１５年国土交通省告示３０３号を定めた。 

ⅳ）既存オフィスビル等を市街地住宅に転用するために必要となる経費の一部
を補助対象に追加することが認められた。【平成 15 年度予算額： 673 億円
（国費）（住宅市街地整備総合支援事業費の内数）】 

ⅴ）既存オフィスビル等を優良な賃貸住宅として転用した場合について、改良
工事費の１０％の特別償却を認める再生賃貸住宅供給促進税制を創設した。 

その他特記事項  
 

 
 



 

 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.12】 
担当部局 住宅局 

 

事前評価票の 
施策等名 

住宅市街地の総合的整備による都市再生の推進 
 
 

評価結果に基づく 
措置 

○都市再生緊急整備地域等において関連事業の重点的実施や防犯まちづく 
りにより都市再生の推進を図るため、住宅市街地整備総合支援事業の拡充等
の予算要求を行った（平成１４年８月）。 

 

関連して講じた措置  
 

政策判断の理由 ○「都市再生基本方針」（平成１４年７月閣議決定）において、都市再生緊急整備地
域における施策の集中的実施を行う旨、位置付けられているため、緊急的に措
置を講じることが適当と判断。 

○第八期住宅建設五箇年計画において、都市居住の推進と地域活性化に資する
住宅・住環境の整備を行う旨、位置付けられているため、緊急的に措置を講じる
ことが適当と判断。 

○平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」のうち「都市
再生」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講じることが適当と判断。  

 

現状と今後の予定 ○都市再生緊急整備地域内で都市・居住環境整備重点地域を定める場合にあっ
ては地域整備方針を当該重点地域の基本計画とすることを内容とする大都
市居住環境整備推進制度の拡充が認められた。 

○共同施設整備費の補助対象における監視装置設置費に係る規定の整備等を
内容とする住宅市街地整備総合支援事業等の拡充が認められた。 
【平成１５年度予算額：住宅市街地整備総合支援事業費 673 億円（国費）

の内数等】 
 

その他特記事項  
 
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.13】 
担当部局 住宅局 

都市・地域整備局 

事前評価票の 
施策等名 

密集市街地の緊急整備による安全・安心な都市居住の再生 

評価結果に基づく 
措置 

○密集市街地の集中的、連鎖的な整備を行う新制度の創設等の予算要求を行っ
た（平成１４年８月）。 

○密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律等の一部を改正する
法律案を国会に提出した（平成１５年３月１１日閣議決定）。 

 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○都市再生プロジェクト（第三次決定）において、地震時に大きな被害が想定される
危険な密集市街地について、特に大火の可能性が高い危険な市街地（東京、大
阪各々約 2,000ha、全国で約 8,000ha）を対象に重点整備し、今後 10 年間で最低
限の安全性を確保する旨、位置付けられているため、緊急的に措置を講じること
が適当と判断。 

○第八期住宅建設五箇年計画において、緊急に改善すべき密集住宅市街地 の
速やかな解消に努める旨、位置付けられているため、緊急的に措置を講じること
が適当と判断。 

○国際化、情報化、高齢化、人口減少等２１世紀の新しい潮流に対応した都市再
生のあり方はいかにあるべきか（中間とりまとめ）（平成１４年２月、社会資本整
備審議会都市計画分科会）等で今回の法改正と同趣旨の内容の提言がされた
ため、緊急的に措置を講じることが適当と判断。 

○平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」のうち「都市
再生」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講じることが適当と判断。  

 

現状と今後の予定 ○防災街区整備事業に対する補助制度の創設等を内容とする密集住宅市街地整
備促進事業の拡充が認められた。 
【平成１５年度予算額：密集住宅市街地整備促進事業費 150 億円（国費）】 

○都市再生住宅の入居対象者への「密集事業の整備計画区域内で行われる防災
街区整備事業とそれに関連する公共施設整備により住宅等を失う者」の追加等
を内容とする住宅市街地整備総合支援事業の拡充が認められた。 
【平成１５年度予算額：住宅市街地整備総合支援事業費 673 億円（国費）】 

○密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律等の一部を改正する
法律は平成１５年６月５日に成立。 

 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.14】 

担当部局 港湾局 

事前評価票の 
施策等名 

都市再生の推進に資する港湾施設整備に対する無利子貸付制度の創設 

評価結果に基づく 
措置 

・ 都市再生緊急整備地域において、都市再生特別措置法に基づき認定事業者
が整備する公共施設に港湾施設を追加し、無利子貸付けを行うための予算
要求を行った。（平成１４年８月） 

・ 都市再生特別措置法の無利子貸付け対象施設に港湾施設を追加するため
の都市再生特別措置法の改正を含む港湾法等の一部を改正する法律案を
国会に提出した。（平成１５年２月） 

関連して講じた措置  
 
 

政策判断の理由 ・ 平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」のう
ち「都市再生」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講じることが
適当と判断。 

・ 平成１５年２月民間事業者による港湾施設の整備の促進により臨海部に
おける円滑かつ着実な土地利用の転換を進める必要があると判断。 

 

現状と今後の予定 ・ 都市再生無利子貸付制度に港湾施設を追加する予算が認められた。 
  【平成１５年度予算額：１１億円の内数（国費）】 
・ 港湾法等の一部を改正する法律が成立した。（平成１５年５月） 
・ 都市再生特別措置法施行令の一部を改正する政令を公布した。（平成１５
年５月） 

 
その他特記事項  

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.15】 

担当部局 鉄道局 
 

事前評価票の 
施策等名 

ＩＣカード乗車券の導入・普及、相互利用化促進 

評価結果に基づく 
措置 

・ ＩＣカード乗車券の共通化・相互利用化に必要なシステムに係る経費の一
部に対して、国が補助する補助制度を創設するため、予算要求を行った。
（平成１４年８月） 

・ ＩＣカード乗車券の共通化・相互利用化に必要なシステムに対して、税制
上の特例制度を要望した。（平成１４年１２月） 

 
 

関連して講じた措置  
 

政策判断の理由 ・ 平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「主要施策の展開」の
うち「少子・高齢化への対応」に資する施策であるとして、早急に措置を
講じることが適当と判断。 

 
 

現状と今後の予定 ・ 鉄軌道事業者から構成される「ＩＣカードシステム共通化連絡会」を開催
して、地域レベル又は全国レベルでの共通化を目指すため、各地域におけ
る動向を把握して情報の共有化を図り、また、事業者が共通化する際に手
戻りやトラブルを生じないよう課題の整理などを行っている。 

・ 各地方運輸局において、各地域におけるＩＣカード乗車券の導入・共通化
に関して検討会などを開催している。 

・ 関西圏におけるＩＣカード乗車券の共通化・相互利用化実施のための予算
が認められた。これによって、阪急電鉄と京阪電鉄が 15 年度末までには
ＩＣカード乗車券を導入する予定であり、現在ＪＲ西日本との相互利用化
についても検討中である。【平成１５年度予算額：１．２億円】 

   
 
【地方税（固定資産税）の特例措置（拡充・減税見込額１９百万円）】 

 
 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（事前評価）【No.16】 

担当部局 自動車交通局 

事前評価票の 
施策等名 

最適経路選択支援システムの構築 

評価結果に基づく 
措置 

○「最適経路選択支援システム」の構築・評価を行うための予算要求を行った。
（平成１４年８月） 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○平成１４年８月「国土交通省の重点施策」において、「主要施策の展開」 
「暮らし 快適な生活空間や交流促進等を通じた豊かな生活の実現」「移動
空間や公共交通の利便性向上」に位置づけている施策であり、重点的に措置
を講じることが適当と判断。 
 
特に都市部における渋滞の緩和や自動車排出ガスによる大気汚染問題の解

決を図るために、自家用車から公共交通機関へのシフトを図ることが喫緊の課
題であり、早期に解決を図る必要があるため。 
 

 

現状と今後の予定 ○上記システムの実施のための予算が認められた。 
【１５年度予算 １０３百万円】 

○１５年度において名古屋地区を実験フィールドとしてシステムの実証実験
を実施する予定。 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.17】 

担当部局 河川局、港湾局 

事前評価票の 
施策等名 

観光振興に資する海岸事業の拡充 

評価結果に基づく 
措置 

・「都市と農漁村の交流促進や観光振興に資する海岸づくり事業」の新規制度
要求を行った（平成 14 年８月） 

 
関連して講じた措置  

政策判断の理由 ・平成 14 年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」のうち
「観光振興」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講じることが適当
と判断。 

・平成 11 年に「環境」及び「利用」を新たに法目的に追加し、海岸法を改正
したことに鑑み、国として積極的に海岸環境の保全や利用の推進に努めるよ
う制度を構築する必要があると判断。 

 

現状と今後の予定 ・「都市と農漁村の交流促進や観光振興に資する海岸づくり事業」の新規創設
が認められた。（平成 15 年４月） 

・景観や利用に配慮した離岸堤の潜堤、人工リーフ化等の海岸保全施設の改良
を実施するため、海岸環境整備事業の採択基準の改訂を行った。（平成 15
年４月） 

 
その他特記事項  

 
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.18】 

担当部局 航空局 

事前評価票の 
施策等名 

航空機の運航の確実性向上に関する空港整備法の一部改正 

評価結果に基づく 
措置 

○ 照明施設等（航空灯火、無線施設用地等）の位置付けの変更、一定の照明
施設等の整備を地方単独事業でできる（国は４０％以内の補助が可能）よう
にすることを内容とした「空港整備法の一部を改正する法律案」を国会に提
出した（平成１５年２月）。 

 
関連して講じた措置  

 
政策判断の理由 ○ 交通政策審議会航空分科会答申（平成１４年１２月６日）において、「従

来の量的拡大から、ハード・ソフトの組み合わせや既存空港の十分な活用を
中心とする質的充実に重点を移していく必要がある」とされた。 

○ 「国土交通省の重点施策」（平成１４年８月）における「Ⅰ国土交通行政
の改革」のうちの「既存ストックの活用と適切な維持管理・更新の推進」、
「Ⅲ主要施策の展開」のうちの「移動空間や公共交通の利便性向上」に沿う
ものである。 

 
以上を踏まえて判断した。 
 
 
 
 

現状と今後の予定 ○ 「空港整備法の一部を改正する法律」については平成１５年５月９日に成
立し、本法改正に伴う政省令改正とともに同年５月１６日に公布・施行され
た。 

 
その他特記事項  

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.19】 

担当部局 港湾局 

海事局 

事前評価票の 
施策等名 

スーパー中枢港湾(国際海上コンテナ輸送における構造改革モデル港湾)の
育成 

評価結果に基づく 
措置 

スーパー中枢港湾育成に向けた具体措置等の検討に必要な経費を予算要求。
（平成１４年８月） 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 スーパー中枢港湾の育成については、プログラム評価として行った「国際ハ
ブ港湾のあり方」における検討内容等を交通政策審議会における議論に活用
し、同審議会港湾分科会の中間報告（平成１４年７月）において提案された施
策であり、我が国の国際競争力の強化に係る重要性と緊急性から、育成に向け
た措置に早急に着手することが必要と判断。 

 

現状と今後の予定 スーパー中枢港湾育成に向けた具体措置等の検討に必要な経費が認められた。 
【平成１５年度予算額：約８０百万円（一般行政経費）】 
 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.20】 

担当部局 港湾局民間活力推進室 

事前評価票の 
施策等名 

公共荷捌き施設等整備事業に対するＰＦＩ税制の拡充 

評価結果に基づく 
措置 

・公共荷捌き施設等整備事業に対する不動産取得税の特例措置について税制改
正要望を行った。（平成１４年８月） 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ・平成１４年６月「基本方針 2002」における「第４部 歳出の主要分野におけ
る構造改革 １．社会資本整備のあり方について」の中で「（１）国から地
方へ、官から民へ」としてＰＦＩの推進があげられており、緊急的に措置を
講じることが適当と判断。 

・平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「主要施策の展開」のう
ち「経済 民間が主導する経済の基盤強化」「円滑な人の交流と効率的な物
流の実現」の中で「○国際競争力の強化と国民生活の質の向上に資する海上
物流サービスの提供」として「中枢・中核国際港湾の国際コンテナターミナ
ルにおけるＰＦＩの導入による国際的なサービス水準の確保」があげられて
おり、緊急的に措置を講じることが適当と判断。 

 

現状と今後の予定 ・公共ふ頭における荷捌き施設等の整備にＰＦＩの導入を推進するため、不動
産取得税について課税標準を１／２とする特例措置が認められた。 

 
その他特記事項  

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.21】 

担当部局 航空局 

事前評価票の 
施策等名 

関西国際空港株式会社への補給金制度の創設 

評価結果に基づく 
措置 

○関空会社の安定的な経営基盤を確立し、有利子債務の各自な償還を期すた
め、平成１５年度から補給金（９０億円）を継続的に交付する制度を創設す
るための予算要求（改要求）を行った。（平成１４年１２月） 

 
関連して講じた措置 上記と同時に以下の措置を講ずることとした。 

 
1. 会社の抜本的な経営改善 

今後３年間を経営改善集中期間と位置付け、経費・人員の削減、需
要喚起等を内容とする経営改善計画を平成１４年度末までに策定す
る。 

2. 需要喚起策 
関空会社においては、関係地方公共団体及び民間と一体となって、
一層の利用促進に引き続き取り組む。 

3. 二期事業の取扱い 
２００７年を供用開始を目標として進められている二期事業につい
ては、予定通り用地造成を進めることとし、供用開始に必要な施設
の整備については、今後の需要動向や会社の経営状況等を見つつ行
う。 

4. 政府保証の拡充 
会社を巡る現下の厳しい経営・金融環境に鑑み、当面の資金調達の
円滑化を図るため、短期の政府保証を付与。 
（現行の政府保証（１０年間）に加え） 

    【政府保証債（５年未満）： １,７４９億円】 
 

政策判断の理由 ○平成１４年１２月に閣議決定された「道路関係四公団、国際拠点空港及び
政策金融機関の改革について」の方針を踏まえ、会社の経営改善努力、地
元自治体・民間と一体となった利用促進、２期事業の取扱い及び新たな補
給金制度の創設と政府保証の拡充を行うこととしたもの。 
（参考） 
「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について」（抄） 

（平成１４年１２月１７日閣議決定） 
  関西国際空港株式会社については、現在の特殊会社としての経営形態
を維持しつつ、将来の完全民営化に向けて、安定的な経営基盤を確立す
るため、経営改善を進め、有利子債務の確実な償還を期すとともに、当
面の資金調達の円滑化を図ることとする。 

 

現状と今後の予定  新たな補給金制度の創設が認められた。 
  【平成１５年度予算額：９０億円（国費）】 

その他特記事項  財務・国土交通大臣間合意（平成１４年１２月１８日） 

 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.22】 

担当部局 住宅局 

事前評価票の 
施策等名 

新たな住宅資金供給システムの構築 

評価結果に基づく 
措置 

 ・民間住宅ローンを買い取り、そのローンを担保に証券化を実施すること等
を通じて民間の長期・固定金利の住宅ローンの供給支援を行う証券化支援
制度を創設するための予算要求を行った。（平成１４年８月） 

・資産担保証券の発行量の拡大を通じ、住宅ローン債権の証券化市場の活性
化を図るための予算要求を行った。（平成１４年８月） 

・住宅金融公庫の特別割増融資額を縮減するなど融資業務の重点化を図るた
めの予算要求を行った。（平成１４年８月） 

・住宅ローン減税における所得税の特例措置の対象を、住宅金融公庫が住宅
ローン債権を買い取り証券化した住宅ローンにも適用する等の税制改正
要望を行った。（平成１４年８月） 

・ 証券化支援制度を新たに導入するための住宅金融公庫法等の改正法案
を国会に提出した。（平成１５年２月） 

 
 
 

関連して講じた措置   
 
  

政策判断の理由 ・平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」の
うち「都市再生」及び「経済の活性化」に資する施策であるとして、緊
急的に措置を講じることが適当と判断。  

 ・平成１３年１２月「特殊法人等整理合理化計画」において、公庫融資の
段階的縮小と証券化支援事業の実施が位置づけられており、特殊法人改
革の観点からも緊急に措置を講じることが適当と判断。 

 

 

現状と今後の予定  ・証券化支援制度を創設した。 
  【平成１５年度証券化支援事業に係る戸数：１万戸】 
 ・住宅金融公庫法等の改正法が成立した。（平成１５年６月） 
  
 
 

その他特記事項  
 
 

 
 



措置状況報告票（政策アセスメント）【No.23】 

担当部局 都市・地域整備局 

事前評価票の 
施策等名 

都市における緊急的な下水道整備支援制度の拡充 

評価結果に基づく 
措置 

現行の緊急都市内浸水対策事業について、都市活動に広く影響を与える施設等
（例えば鉄道、ヘリポート、放送局、緊急輸送道路、防災拠点等）がある地域
で過去に重大な浸水被害を受けた地域について対象となるよう事業の拡充を
要求した。（平成 14 年 8 月） 
 

関連して講じた措置  
 

政策判断の理由 ・平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」のうち
「都市再生」に資する施策、「主要政策の展開」のうち「安全 国土交通に
おける高度な安全保障・防災の推進」に資する施策であるとして、緊急的に
措置を講じることが適当と判断。 

現状と今後の予定 ・緊急都市内浸水対策事業の拡充は財務省平成１５年度予算内示において認 
められた 

  【平成 15 年度予算額：下水道事業費 8,992 億円（国費）の内数】 
  

その他特記事項  
 

 
 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.24】 

担当部局 河川局、都市・地域整備局 
 

事前評価票の 
施策等名 

都市部における浸水被害対策の総合的な推進に係る法制度の創設 

評価結果に基づく 
措置 

○ 都市部を流れる河川の流域において、著しい浸水被害が発生し、又はその
おそれがあり、かつ、河道等の整備による浸水被害の防止が市街化の進展
により困難な地域について、浸水被害から国民の生命、身体又は財産を保
護するため、当該河川及び地域をそれぞれ特定都市河川及び特定都市河川
流域として指定し、浸水被害対策の総合的な推進のための流域水害対策計
画の策定、河川管理者による雨水貯留浸透施設の整備、雨水の浸透を著し
く妨げる行為の許可その他の措置を講ずるため、特定都市河川浸水被害対
策法案を国会に提出した。（平成１５年３月） 

 
関連して講じた措置  

  
政策判断の理由 ○ 平成１１年の福岡水害、平成１２年の東海水害などに見られるよう、近年、

集中豪雨による都市型水害が頻発しており、開発が進んだ都市部における
流出抑制対策が急務となっているが、市街化の進展により、従来型の対策
では限界が来ている。 

○ 平成 12 年９月の東海豪雨では、新川をはじめ各地で破堤、浸水が発生し、
東海道新幹線、地下鉄等の鉄道の長時間にわたる運転不能や、高速道路、
幹線国道の通行止めにより流通網が麻痺した他、ガス、電気、電話といっ
たライフラインの停止により多くの人々の生活に影響を及ぼした。 

○ これらを受け、社会資本整備審議会河川分科会答申「新しい時代における
安全で美しい国土作りのための治水施策のあり方について」（平成１５年
２月）において、 
・ 総合的な治水対策をより強力かつ幅広く進めるためにも、地元自治体

における連携を強化する枠組みの検討を行っていくべきである。 
・ その際には、都市域の雨水対策や保水・雨水機能の確保の面から、都

市計画行政、下水道行政、公園緑地行政等と適切に連携を図ることが
できるような工夫が必要である。 

等との指摘あり。 
○ 社会資本整備審議会都市計画・歴史的風土分科会都市計画部会下水道・流

域管理小委員会報告「今後の下水道の整備と管理及び流域管理のあり方は
いかにあるべきか」（平成１５年３月）において、講ずべき具体的な施策
として 
・ 浸水被害防除を目的とした下水道及び河川の計画及び管理に関する

統合的な制度を整備 
等との指摘あり。 

現状と今後の予定 ○ 新法は平成１５年６月に成立し、今後は、公布から一年を越えない範囲内
で政令で定める施行日までの間に、政令、省令、指定基準、マニュアル等
の整備を行うとともに、関係行政機関との調整、地方整備局、地方公共団
体などに周知を図っていく予定。 

 
その他特記事項  

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.25】 

担当部局 河川局 

事前評価票の 
施策等名 

流域貯留浸透事業の拡充 

評価結果に基づく 
措置 

○流域貯留浸透事業のうち各戸貯留事業を拡充する予算要求を行った。（平成
14 年８月） 

 
関連して講じた措置  
政策判断の理由 ○近年、集中豪雨による都市型水害が頻発しており、開発が進んだ都市部にお

ける流出抑制対策が急務となっている。しかし、流域対策を積極的に推進し
ている総合治水特定河川においても調整池等の貯留浸透施設の容量確保の
目標達成率は、総合治水対策が始まってから 20 年を経てなお 53％にとどま
っている（国土交通省調べ）。 

○各戸貯留は建物建替え時に行うことが住民の理解を得やすいことから、建物
建替時を的確に捉えることができる機動性のある市町村に対して促進策を
講ずる必要がある。 

○河川審議会の中間答申「流域での対応を含む効果的な治水のあり方につい
て」（平成 12年 12月 19 日）においても、「貯留施設等の機能の担保として、
貯留施設等の適正な設置、運用について推進すべき」との指摘あり。 
 

現状と今後の予定 ○流域貯留浸透事業を拡充し、都道府県が、総合治水対策特定河川の流域にお
いて、各戸貯留施設の設置事業に要する費用の３分の２に相当する額を交付
して、市町村に当該事業の実施を委ねることが認められた。 

【平成 15 年度予算額：河川事業費 5,306 億円（国費）の内数】 
○平成 15 年度４月より当該拡充内容を流域貯留浸透事業実施要領に定めて実
施。 

 
その他特記事項  

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.26】 

担当部局 河川局 

事前評価票の 
施策等名 

災害関連事業の拡充 

評価結果に基づく 
措置 

・災害関連事業における地域関連の工種要件として、現行の河川、砂防、道路、
橋梁の各工事箇所に加え、海岸工事箇所を追加する制度拡充要求を行った。 

 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ・平成 14 年 8 月「国土交通省重点施策」における「主要施策の展開」のうち、
「安全 国土交通における高度な安全保障・防災の推進」に該当する施策と
して重視。 

 
・海岸工事について接近する河川等の工事と一体として、面的整備の観点も踏
まえた再度災害防止のための対策を講じることが必要と判断。 

 

現状と今後の予定 ・制度拡充が認められた。 
・公共土木施設災害復旧事業査定方針の一部改正について、平成 15 年４月１
日付通知（平成 15 年４月１日施行）。 

 
その他特記事項  

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.27】 

担当部局 河川局 
 

事前評価票の 
施策等名 

火山噴火警戒避難対策事業の拡充 

評価結果に基づく 
措置 

・ 火山監視、火山監視情報の提供および緊急対策用資材の備蓄を行う拠点と
して市町村が整備する火山防災ステーションにおいて、火山監視用に必要
な機器の設置等を内容とする火山噴火警戒避難対策事業を拡充するため
の予算要求を行った（平成 14 年８月） 

 
関連して講じた措置  

 
政策判断の理由 ・ 平成 14 年８月「国土交通省の重点施策」における「Ⅲ．主要施策の展開」

のうち「安全 国土交通における高度な安全保障･防災の推進」に資する
施策であるとして、緊急的に措置を講じることが適当と判断 

 
 
・ 近年の火山活動の活発化に伴い、特に全国の活火山のうち文部省測地学審

議会等において影響が大きいと判断されている 29 火山において、火山噴
火対策の充実が強く求められている。 

 
・ 火山噴火時及び噴火直後には、必要資材をあらかじめ確保･備蓄しておく

ことにより、対策の初動時に大きな効果を上げることができる。 
 
 

現状と今後の予定 ・ 火山噴火警戒避難対策事業の拡充が認められた。 
・ 平成 15 年度４月より当該拡充内容を火山噴火警戒避難対策事業実施要領

に定めて実施。 
【平成 15 年度予算の火山噴火警戒避難対策事業費 7.66 億円（国費）の内数】 
 
 
 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.28】 

担当部局 住宅局 

事前評価票の 
施策等名 

建築物の耐震化の促進のための制度の拡充 

評価結果に基づく 
措置 

○耐震型優良建築物等整備事業において、内容を拡充するための予算要求を行
った（平成 14 年 8 月）。 

 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「当面する課題」のう
ち「安全 国土交通における高度な安全保障・防災の推進」に資する施策
であるとして、緊急的に措置を講じることが適当と判断。 
 
 

 

現状と今後の予定 ○耐震型優良建築物等整備事業において、次の内容の拡充が認められた。 
・テナントや賃借人と区分所有者の合計が 10 名以上の建築物に対する耐震診
断等設計計画費を補助対象に追加する。 

・本事業の補助対象となる地域を拡大し、東南海・南海地震に係る地震防災対
策の推進に関する特別措置法に基づく東南海・南海地震防災対策推進地域を
追加する。 

【平成 15 年度予算額：住宅市街地整備総合支援事業費 667 億円（国費）の内
数】 

 
その他特記事項  

 
 
 



 

 
措置状況報告票（政策アセスメント）【No.29】 

担当部局 気象庁 

事前評価票の 
施策等名 

大規模自然災害に備えた初動・危機管理対応の強化 

評価結果に基づく 
措置 

 
 官邸等の初動体制の迅速な立ち上げを支援するためのナウキャスト防災
気象情報の開発、この情報等を官邸や内閣府をはじめとした防災関係省庁等
への迅速・確実に提供するための環境整備に必要な予算要求を行った。 

（平成１４年８月） 
 
 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○省全体の戦略的・重点的方針に沿って判断 
  平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「Ⅲ．主要施策の展開」
の「安全 国土交通における高度な安全保障・防災の推進」に沿い、リアル
タイムで詳細な気象等に関する予測情報の迅速な作成・提供と情報の共有化
により、官邸・防災関係省庁の初動・危機管理対応の強化が図られ、大規模
自然災害に係る被害の軽減に資すると判断。 

 
○政府全体の基本的方針に沿う 
  「平成１５年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について１．
（１）［1］」に沿い、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」にお
いて、重点的に推進すべきとされている新重点４分野の一つ「人間力の向
上・発揮－教育・文化、科学技術、IT」該当施策として重点化して要求。 

 
現状と今後の予定 ○ナウキャスト防災気象情報の開発・提供を行うためのリアルタイム情報提供

システムの整備等に要する予算が認められた。 
【平成１５年度予算５.６億円】 

 
○平成１５年度において、観測直後から10分間隔で１時間先までの雨量等を予
測するナウキャスト防災気象情報の開発を行なう予定。 

 
○平成１５年度において、最新のIT技術を用いてナウキャスト防災気象情報を
はじめ気象庁が有する各種の防災気象情報を迅速・確実に提供するためのリ
アルタイム情報提供システム等の環境整備を行なう予定。 

 
○平成１６年度から、官邸をはじめとした防災関係省庁に対しての情報提供を
開始する予定。 

 
 

その他特記事項  
 
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.30】 

担当部局 航空局 

事前評価票の 
施策等名 

航空機内における安全阻害行為等の禁止・処罰規定の創設 

評価結果に基づく 
措置 

○ 航空機内における安全阻害行為等の禁止・処罰規定の創設等を内容とする
「航空法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成１５年３月）。 

 

関連して講じた措置  
 

政策判断の理由 ○ 近年、トイレにおける喫煙等航空機内における安全阻害行為等が急増して
おり、行為者を降機させるために地上滑走中の引返しを強いられるなど、悪
質かつ重大な事象も増加しているため、各航空会社においては、「機内迷惑
行為防止に関する行動指針」（航空局長から各航空会社あて通達）に基づい
て対策を実施し、現行法上できる限り安全阻害行為等の防止に努めたが、安
全阻害行為等は後を絶たない状況である。 
航空機内における安全阻害行為等は、航空の安全に支障を生じさせるおそ

れがあることから早急に抑止することが必要であるため、同行為の禁止・処
罰規定の創設が必要であると判断した。 

 
現状と今後の予定 ○ 「航空法の一部を改正する法律」については、平成１５年７月１１日に成

立した。 
 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.31】 

担当部局 気象庁 

事前評価票の 
施策等名 

黄砂に関する情報提供の開始 

評価結果に基づく 
措置 

国民の安全かつ快適な生活及び社会活動の確保を目的に、大陸から飛来する黄
砂の実況、予測に関する情報を国民等に提供するための機器類の整備等に必要
な予算要求を行った。（平成１４年８月） 
 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○社会経済情勢等からの緊急性があると判断 
平成１４年の春には、我が国における黄砂観測回数がこれまでの最高を記録
するなど、近年、黄砂の飛来の頻度が急増し、一般の生活等への影響が発生
している。このため、黄砂の飛来に関する実況、予測情報の提供など、黄砂
問題に対する取組みの強化が、国内外ともに求められている。 

 
○省全体の戦略的・重点的方針に沿って判断 
１４年８月「国土交通省の重点施策」におけるⅢ．主要施策の展開「環境 地
球環境から身近な生活環境までの保全・創造」に沿って、情報の発信を行う。 

 

現状と今後の予定 ○黄砂の実況及び予測に関する情報を作成し提供するためのシステム整備等
に要する予算が認められた。       【平成１５年度予算額：３百万
円】 

 
○黄砂の移動、拡散を精度良く予測できるモデルの開発を行い、１５年度黄砂
期（１６年春期）より黄砂の飛来に関する実況・予測についての情報の提供
を開始する。 

 
 
 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.32】 

担当部局 海上保安庁 

事前評価票の 
施策等名 

不審船事案・テロ事案対処のための体制の強化 

評価結果に基づく 
措置 

 不審船事案・テロ事案への対応能力の強化を図るための予算要求、組織定員
要求を行った。（平成１４年８月） 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○平成 13 年９月に発生した米国同時多発テロ事件、平成１３年１２月に発生
した九州南西海域不審船事案を踏まえ、政府としては、いかなる事態にも対
応できる安全な国づくりを進めるため、政府全体で我が国の緊急事態対処の
見直しを行うこととなり（平成 14 年４月 16 日内閣総理大臣談話、内閣官房
長官談話）、九州南西沖不審船事案を踏まえた検証結果（平成 14 年４月５
日）、生物化学テロ関係閣僚会議決定（平成 13 年 11 月８日）等の政府方針
に基づき、運用面、装備面の充実を中心とした施策を緊急に実施していくこ
とが必要となった。 

○このため、平成１４年８月の「国土交通省の重点施策」の「当面する課題へ
の対応」に掲げられた「領海警備・国際協調の下での交通保安の強化」にお
いて、「不審船対策、テロ対策の強化」を位置付け、緊急的に措置を講じる
ことが適当と判断した。 

 

現状と今後の予定 ○高速高機能巡視船の整備のための予算が認められた。 
【平成１５年度予算額：１０、６６１百万円（国費）】 

○巡視船・ヘリコプターの防弾対策、武器の高機能化、赤外線捜索監視装置、
高性能レーダー、昼間信号装置等の装置の整備のための予算が認められた。 
【平成１５年度予算額：３，０９０百万円（国費）】 

 
○救護士、不審船舶対策官の設置、テロ対応特殊部隊の増員等が認められた。 
 
○引き続き不審船事案・テロ事案対処のための体制の強化を実施し、改正  
ＳＯＬＡＳ条約の国内法制化に伴う、必要な体制整備を行う予定。 

 
その他特記事項  

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.33】 

担当部局 官庁営繕部 

事前評価票の 
施策等名 

官庁施設の適正な保全の実施に関する制度の創設 

評価結果に基づく 
措置 

○国家機関の建築物等（以下「官庁施設」という。）の保全の適正化を図るた 
め、各省各庁が実施すべき保全の業務等を明確にするための制度の創設 
作業中。（平成１５年度予定） 

 
 
 
 
 

関連して講じた措置 ○上記内容を含む保全に対する支援の充実を図るためのＩＴを活用した「保
全業務支援システム」等の構築を作業中。（平成 15 年度中） 

○保全の長期計画の作成、履歴等を記録した台帳整備等の実施要領の制定を作
業中。（平成 15 年度制定予定） 

 
 
 
 

政策判断の理由 ○平成 14 年 8 月「国土交通省の重点施策」における「国土交通行政の改革」
のうち、「既存ストックの活用と適切な維持管理・更新の推進」に資する施
策であるため、早急に対応することが適当と判断。 

 
 
 
 

現状と今後の予定 ○平成 15 年度中に、保全計画の作成、点検、台帳整備、評価等の業務基準を
整備する予定。 

○制度の普及を促進するため、平成 15 年度中に保全業務支援システムの構築
を行い、保全に関する情報のデーターベース等を整備することにより、保全
のマネジメントサイクルの確立を図る。 

 
 
 
 

その他特記事項 ○経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002（平成 14年 6 月閣議決定）

において、「既存ストックの有効活用」について具体的な取り組みを進める

としている。 

○社会資本整備審議会答申「官庁施設のストックの有効活用のための保全の指
導のあり方」（平成 14年 3 月）において、保全の目的・意義、保全の業務内
容等、保全の適正化・効率化のために必須である基本的事項を明確にする必
要があると指摘されている。 

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.34】 

担当部局 総合政策局、自動車交通局 

事前評価票の 
施策等名 

自動車税のグリーン化及び自動車取得税の軽減措置の拡充 

評価結果に基づく 
措置 

○自動車税のグリーン化及び自動車取得税の軽減措置を延長にあわせて、軽減
措置の対象として低燃費かつ低排出ガスと認定された「ＬＰＧ自動車」を新
たに追加するとともに、「燃料電池自動車」及び「低ＰＭ認定車」に係る特
例措置を拡充するための税制改正要望を行った。（平成１４年８月） 

 
 

関連して講じた措置 ○上記と同時に、車両総重量が３．５ｔを超えるディーゼル車であって、粒子
状物質（ＰＭ）の排出量が平成１５年規制７５％低減レベル以下等の基準に
適合しているものについて認定する低排出ガス車認定制度（低ＰＭ認定制
度）を創設した。（平成１４年７月） 

 
政策判断の理由 ○地球環境保全への取り組みとして、京都議定書により求められている我が国

の二酸化炭素削減目標を達成するためには、２０１０年において温室効果ガ

スの排出について運輸部門において約４６００万トン（二酸化炭素換算）の

削減が必要である。（出典：地球温暖化対策推進大綱） 

 

○自動車ＮＯｘ・ＰＭ法が成立したことなど、自動車に起因する環境問題に

対する取り組みは着実に進められているが、大都市部における大気環境基準

の達成率は、ＮＯｘで６割、ＰＭで３割であり（出典：平成１３年度大気汚

染状況について（環境省記者発表資料））、これらの地域における大気汚染問

題は依然として深刻な状況にある。また、尼崎公害訴訟等の大気汚染公害訴

訟の和解において国としてＮＯｘ・ＰＭ対策を行うこととされている等喫緊

の対応が求められている。 

 

○ＣＯ２、ＮＯｘ・ＰＭの排出量抑制のため走行量を規制し、車両の大型化を

抑制する規制措置やディスインセンティブ付与を講じることは、国民生活や

経済活動への悪影響が懸念される。このことから、自動車交通の利便性を維

持しつつ、環境負荷の小さい自動車の早期実用化・普及をより一層推進する

ことで単位あたりのＣＯ２、ＮＯｘ・ＰＭ排出量の削減を図ることが重要で

ある。その際には環境と経済の両立を図るために、直接的な規制措置は極力

避け、税制特例措置によるインセンティブ付与によることが適切である。 

 

現状と今後の予定 ○平成 15 年度より、自動車税のグリーン化及び自動車取得税の軽減措置につ

いて、軽減対象を超－低排出ガスかつ低燃費車のみに重点化し、また、軽減

措置の対象として「ＬＰＧ自動車」を新たに追加するほか、「燃料電池自動

車」及び「低ＰＭ認定車」に係る所要の特例措置を拡充した。 

 
その他特記事項  

 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.35】 

担当部局 自動車交通局 
 

事前評価票の 
施策等名 

燃料電池自動車に係る保安基準等の策定による実用化・普及の促進 

評価結果に基づく 
措置 

・燃料電池自動車について、平成１７年度からの普及に向けて車両の安全・環
境に関する基準等を検討する「燃料電池自動車実用化促進プロジェクト」を
推進するための予算要求を行った。（平成１４年８月） 

 

 
関連して講じた措置  

 
政策判断の理由 ・平成１４年４月総理大臣・国土交通大臣等の「燃料電池自動車市販第一号車

の政府率先導入について」において、２００５年度を目途に、燃料電池自動
車の安全性等の確保を図るために必要となる基準を整備するよう指示があ
った。 
 

・副大臣会議燃料電池プロジェクトチーム報告書において、２００５年度を目
処に燃料電池自動車の型式指定が可能となるよう保安基準の整備を行うべ
きであるとの提言がなされた。 
 

・以上により、早急に措置すべきと判断した。 
 

現状と今後の予定 ・燃料電池自動車の保安基準等の策定に係る予算が認められた。 
【平成１５年度予算額：３．５億円（国費）】 

・独立行政法人交通安全環境研究所に対し、衝突試験・耐水試験・燃焼試験・
公道走行試験などの各種試験及び得られた試験結果等に基づく保安基準、審
査方法案の検討を委託し、その検討結果を基に保安基準、審査方法を策定す
る。なお、平成１６年度中に保安基準、審査方法について整備する予定。 
  

 
その他特記事項  

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.36】 

担当部局 海事局 

事前評価票の 
施策等名 

船舶共有建造業務を活用した物流効率化等の国内海運政策の実現に資する船
舶の建造促進 

評価結果に基づく 
措置 

○政策課題に対応した船舶の建造の促進を図るため、既共有船のうち高金利船
に係る支払利息の負担軽減に必要な資金を運輸施設整備事業団に対して補
給するための予算要求を行った。（平成１４年８月） 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○平成 14 年 8 月の「国土交通省の重点施策」中「構造改革を通じた産業基盤
強化‐所管産業の再編・効率性の向上を通じた競争力の強化‐」において、
物流コストの低減を図りつつ安全で環境にやさしい内航海運を構築するた
め、次世代内航海運ビジョンに基づき船舶共有建造を活用することとしてお
り、緊急的に措置を講ずることが適当であると判断した。 

 

現状と今後の予定 ○既共有船のうち高金利船に係る支払利息の負担軽減に必要な資金を事業団
に対して補給するための予算が認められた。 
【平成 15 年度予算額：1.82 億円】 

その他特記事項  

 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.37】 

担当部局 政策統括官（物流） 

事前評価票の 
施策等名 

物流の環境負荷低減に向けた支援制度の構築（環境負荷の小さい物流体系の構
築） 

評価結果に基づく 
措置 

・荷主・物流事業者等が策定した環境負荷低減に資する実証実験実施計画の中
で特に CO2 排出効果が高いと考えられるものについて国が一部を負担する
ことを内容とする「幹線物流の環境負荷低減に向けた実証実験」への支援制
度を拡充するための予算要求を行った。（平成１４年８月）  

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ・地球温暖化対策推進大綱（平成 14 年 3 月閣議決定）で、物流分野において
モーダルシフト等により2010年までに440万トン削減することとされてお
り、喫緊に取り組む課題となっていると判断。  

・「経済活性化戦略」（平成 14 年 6 月閣議決定）の中で環境負荷低減型物流へ
の転換を進めることとされている。この戦略は早急な効果が求められるもの
であるため、喫緊に推進する必要があると判断。 

現状と今後の予定 ・上記実証実験への支援制度の拡充が認められた。（「環境負荷の小さい物流体
系の構築に向けた実証実験」） 

  【平成１５年度予算額：318 百万円（国費）】  
その他特記事項  

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.38】 

担当部局 自動車交通局 

事前評価票の 
施策等名 

低公害車普及促進対策費補助制度の拡充 
（ディーゼル微粒子除去装置の導入関係） 

評価結果に基づく 
措置 

○平成１５年度に向けて、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の対策地域内を走行する大型
ディーゼル車を保有する者であって、ディーゼル微粒子除去装置（ＤＰＦ・
酸化触媒）を一定基数装着しようとする場合に、地方公共団体等と協調して、
当該装置装着費用の一部を補助するための予算要求した。 

  
関連して講じた措置  

 
政策判断の理由 ○大都市部におけるＰＭ排出の４３％はディーゼル車から排出されているな

か、大都市部における大気環境基準の達成率は、平成１３年度においては、
５１．２％と依然低い状況にある。 

○自動車ＮＯｘ・ＰＭ法をはじめ、自動車に起因する環境問題に対する取り組
みは着実に進められているが、大都市部における大気環境基準の達成率は著
しく低く、これらの地域における大気汚染問題は依然として深刻な状況にあ
る。また、尼崎公害訴訟における大気汚染問題の和解や東京大気汚染公害訴
訟の判決等、国としてＮＯｘ・ＰＭに対する喫緊の対応が求められている。 

○一方、ＰＭの排出量抑制のため走行量の規制や車両の大型化を抑制する規制
措置のみを講じることは、国民生活や経済活動へ悪影響が懸念される。 

○このことから、自動車交通の利便性を維持しつつ、環境負荷も軽減させると
いう環境と経済の両立を図る観点、また、平成１４年度の導入実績から、デ
ィーゼル微粒子除去装置（ＤＰＦ・酸化触媒）の導入に対する政策的なイン
センティブを付与することは、ＰＭ対策に有効な手段であることは明らかで
あり、より一層の導入促進を図るため、補助制度の拡充が必要であると判断
した。 

 

現状と今後の予定 ○低公害車普及促進対策費補助制度の拡充に伴う予算が認められた。 
【平成１５年度予算額：６５億円（国費）のうち、道路特定財源の一部を活
用した、ディーゼル微粒子除去装置装着に対する補助４０億円（国費）】 

  
 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.39】 

担当部局 自動車交通局 

事前評価票の 
施策等名 

観光地における低公害バスの導入補助の実施（低公害車普及促進対策費補助制
度の拡充） 

評価結果に基づく 
措置 

○ 国立公園等の観光地における低公害バスの導入を促進するため、既存の低
公害車普及促進対策費補助金の補助対象に、観光地における低公害バスの
導入を追加するとともに、補助対象車両に低ＰＭ認定車を追加した上で予
算要求を行った。（平成１４年８月） 

 
関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○平成１５年度国土交通省重点施策において、 
・低公害車導入への助成等自動車単体対策 
を位置付けている。 

○「経済財政運営と構造改革の基本方針２００２」（平成１４年６月２５日閣
議決定）において、観光産業の活性化が位置付けられている。 

○「観光振興に関する副大臣会議報告書」（平成１４年７月４日）において、
国民のニーズの多様化に応えられる、地域の多様な資源を活用した観光交流
の空間づくりの推進が提言されている。 

○以上のことから、自然環境・観光資源を保全し、美しく快適な観光交流空間
の形成による観光産業の振興を図るため、観光地における低公害バスの導入
補助の実施が必要であると判断した。 

 

現状と今後の予定 ○低公害車普及促進対策費補助制度の拡充が認められた。 
 【平成１５年度予算額：２５億円（国費）の内数】 
 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.40】 

担当部局 海上保安庁 

事前評価票の 
施策等名 

海色監視衛星データ処理システムの構築 

評価結果に基づく 
措置 

○人工衛星「みどりⅡ」を利用して赤潮等の挙動を常時監視するシステムの整
備を行うための予算要求を行った。（平成１４年８月） 

 

関連して講じた措置 ○千葉灯標にモニタリングポストを設置し、東京湾奥部における水質データを
リアルタイムに計測できるシステムを整備した。（平成１５年３月） 

 
政策判断の理由 ○内閣官房都市再生本部において、平成１３年１２月に都市再生プロジェクト

（第３次）として「大都市圏における都市環境のインフラの再生」が決定さ
れ、その中で、水質汚濁が慢性化している大都市圏の「海の再生」を図るこ
ととし、まず先行的に東京湾について、関係省庁等が連帯して、その水質改
善のための行動計画を策定し、その効果的かつ効率的な推進を図ることとさ
れた。 

    このため、海上保安庁では、国土交通省を事務局として設置された「東京
湾再生推進会議」において、具体的な施策をとりまとめた中間報告に基づき、
東京湾奥部における水質モニタリングの強化を図るとともに、人工衛星を活
用した赤潮等の監視体制の整備を優先的に行うこととした。 

 

現状と今後の予定 ○海色監視衛星データ処理システムの整備のための予算が認められた。 
【平成１５年度予算額：１７百万円（国費）】。 

○平成１５年１０月までにシステムを整備し、試験運用する予定。 
 
 
 
 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.41】 

担当部局 自動車交通局 
 

事前評価票の 
施策等名 

自動車保有関係手続のワンストップサービス制度の構築 

評価結果に基づく 
措置 

・システム開発、整備の推進、実際の運用と併用した試験運用を実施するため
の予算要求を行った。（平成１４年８月） 

  

関連して講じた措置 ・自動車保有関係手続のワンストップサービスのグランドデザインを策定し
た。（平成１４年８月） 

・自動車保有関係手続のワンストップサービスシステム要件定義を策定した。
（平成１５年４月） 

 
政策判断の理由 ・ｅ－Japan 重点計画「高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する重点

計画」の４．「行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推
進」の中で「自動車保有関係手続のワンストップサービスについて、概ね
2005 年を目標に稼働開始を目指す」とあり、新たな制度が必要であると判
断した。 

 

現状と今後の予定 ・システム開発・試験運用実施のための予算が認められた。 
【平成１５年予算額 ４億円】 

・平成１５年度においてシステム開発・試験運用を実施する予定。 
・平成１６年度において試験運用の対象地域を拡大して実施する予定。 

 
その他特記事項  

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.42】 

担当部局 港湾局  

事前評価票の 
施策等名 

港湾諸手続の電子情報処理システム（港湾 EDI システム）の設置及び管理に
係る制度の創設 

評価結果に基づく 
措置 

○港湾ＥＤＩシステムの設置及び管理に係る制度を新たに導入するための港
湾法改正法案を国会に提出した。（平成１５年２月） 

 

関連して講じた措置  
 

政策判断の理由 ○「新総合物流施策大綱」において、『このため、輸出入及び港湾諸手続に関
する電子化（ペーパーレス化）を平成１５ 年度までに実施し、引き続き、
できる限り早期に、ワンストップサービス化を完了する。』とされており、
港湾管理者が行う手続きの電子化を早急に行うためには、標記施策を講じ
ることが適当と判断。 

 

現状と今後の予定 ○港湾法等の一部を改正する法律案が成立した。（平成１５年５月） 
○港湾 EDI システムの設置及び管理の運用を開始。（平成１５年６月） 
○ワンストップサービスの供用開始。（１５年７月中予定） 
 
 

その他特記事項  
 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.43】 

担当部局 総合政策局 
 

事前評価票の 
施策等名 

ビジット・ジャパン・キャンペーンの実施 

評価結果に基づく 
措置 

○ ビジット・ジャパン・キャンペーンを実施するための予算要求を行った。
（平成１４年８月） 

 

関連して講じた措置 ○ グローバル観光戦略を取りまとめた。(平成１４年１２月) 
 

政策判断の理由 ○ 平成１４年６月閣議決定「経済財政運営と構造改革に関する基本方針  
２００２」中、「国土交通省は、関係府省と協力して、平成１４年度から、
外国人旅行者の訪日を促進するグローバル観光戦略を構築し、個性ある日本
の文化、自然環境などの国際ＰＲや、地域の特性、創意工夫を活かした観光
地作りを推進する。」とされたことから、訪日外国人旅行者を増加させるた
めの施策を行うことが適当と判断。 

○ 観光振興に関する副大臣報告書(平成 14 年 7 月)の提言２の２．に「～我
が国の文化・観光魅力の宣伝、情報提供、外客誘致活動は、諸外国と比較し
て不十分であり、かつ、見劣りがすることから、国が中心となって、効果的
な外国マスメディアの活用等、量、質の面で飛躍的に強化する。」とされた
ため、措置を行うことが必要と判断。 

○ 平成１４年１１月「改革加速プログラム」における「創業・新規開業の支
援等（新産業育成）」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講じるこ
とが適当と判断。 
 
 

現状と今後の予定 ○ ビジット・ジャパン・キャンペーン実施のための予算が認められた。 
【平成１４年度補正予算額：２．５億円（地方振興対策調査費）】 

  【平成１５年度予算額：２０億円（地方振興対策調査費）】 
その他特記事項 観光立国懇談会報告書（平成 15 年 4 月 24 日） 

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.44】 

担当部局 総合政策局 

事前評価票の 

施策等名 

外客受入に係る重点地域整備促進事業及び人材育成事業の実施 

評価結果に基づく 

措置 

・ 外国人旅行者が円滑かつ快適に旅行できるよう、言語面の対応を軸とした

総合的受入体制を整備するため、受入整備状況の診断及び改善方策の取り

まとめのための予算要求を行った。（平成１４年８月） 

・ 外国人観光客の接遇能力に長ける人材育成を内容とする研修実施等のた

めの予算要求を行った。（平成１４年８月） 

 

 

関連して講じた措置 ・ グローバル観光戦略を取りまとめた。(平成１４年１２月) 

 

政策判断の理由 ・ 平成１４年６月閣議決定「経済財政運営と構造改革に関する基本方針

2002 」中、観光産業の活性化・休暇の長期連続化において、「国土交通省

は、平成１４年度から観光地の魅力度の分析、診断、公表の仕組みを構築

することにより、観光地の地域間競争を促進させ、地域自らの努力を喚起

し、地域独自の取り組みを促す」とされたため、緊急的に外国人旅行者の

受入体制の整備を行うことが必要と判断。 

 

・ 平成１４年１１月「改革加速プログラム」における「創業・新規開業の支

援等（新産業育成）」に資する施策であるとして、緊急的に措置を講じる

ことが適当と判断。 

 

 

現状と今後の予定 ・ 外客受入に係る重点地域整備促進事業実施のための予算が認められた。 

【平成１４年度補正予算額：１１０４万円（地方振興対策調査費）】 

【平成１５年度予算額：１０００万円（地方振興対策調査費）】 

・ 訪日外国人対応マニュアルの作成、宿泊事業者に対する研修実施のための

補正予算が認められた。 

  【平成１４年度補正予算額：１０１４万円（地方振興対策調査費）】 

・ 外国人観光客の接遇能力に長ける人材育成のための研修等実施のための

予算が認められた。 

  【平成１５年度予算額：１０００万円（地方振興対策調査費）】 

 

その他特記事項 ・観光立国懇談会報告書（平成１５年４月２４日） 

 

 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.45】 

担当部局 総合政策局 

事前評価票の 
施策等名 

公共事業関係長期計画の一本化 

評価結果に基づく 
措置 

○  これまでの事業分野別の長期計画を一本化し、社会資本資本整備重点計
画の策定等の措置を通じて横断的な取組みや事業関連携のさらなる強化
を図る社会資本整備重点計画法を国会に提出した。（平成１５年２月４日
閣議決定） 

○  上記の社会資本整備重点計画法に併せ、従来の事業分野別計画の根拠法
である６本の緊急措置法の原則廃止等について定めた社会資本整備重点
計画法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案を国会に提出した。
（平成１５年２月４日閣議決定） 

 
関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○  平成１３年６月、「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改善に関す
るの基本方針」（いわゆる「骨太の方針」）において、公共事業関係の長期
計画について、各計画の必要性も含め見直し、各計画の目標についてはア
ウトカム目標を重視し、異なる分野の計画間の整合性を確保する等の方向
性が示された。 

○  さらに、平成１４年１１月、「平成１５年度予算編成の基本方針」にお
いて、平成１４、１５年度を期限とする９本の国土交通関係の公共事業関
係計画については、計画策定の重点を従来の「事業量」から達成される成
果（アウトカム目標）に変更すると同時に、原則として事業費総額を計画
内容としない等、社会資本整備の重点化・効率化を一層推進するとともに
一本化し、現行の緊急措置法に基づく体系を見直し、必要な法整備を行う、
こととされた。 

○  これらを踏まえ、公共事業関係長期計画制度について、横断的な取組み
や事業間連携を強化しつつ、事業の重点的、効果的かつ効率的な推進を図
るものへと見直すことが必要と判断。 

 

現状と今後の予定 ○  社会資本整備重点計画法公布（平成１５年３月３１日）、及び施行（平
成１５年４月１日）。 

○  社会資本整備重点計画法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律
公布（平成１５年３月３１日）、及び施行（平成１５年４月１日）。 

○ 社会資本整備重点計画については、 
・ 平成１５年５月に社会資本整備審議会総会及び交通政策審議会総会合

同会議を開催し、計画骨子案の審議、審議の進め方を決定 
・ 今後、平成１５年夏頃を目途に都道府県・国民への意見聴取を行い、同

年秋頃を目途に閣議決定を行う予定。 
その他特記事項  

 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.46】 

担当部局 道路局 

事前評価票の 
施策等名 

道路整備費の財源の確保等に関する道路整備緊急措置法の改正 

評価結果に基づく 
措置 

道路整備緊急措置法の改正案（社会資本整備重点計画法の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律案において措置）を国会に提出した（平成１５年
２月）。 
道路整備緊急措置法施行令について、この政令の題名を道路整備費の財源

等の特例に関する法律施行令に改めるとともに、道路整備費の財源等の特例
に関する法律第２条の政令で定める事業に、①自動車への粒子状物質の排出

を抑制する装置の装着に対して助成を行う事業、②有料道路の料金の自動収
受システムの高度化に関する調査を行う事業を規定した。（平成１５年３月） 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ・ 平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「既存制度の見直し」

において、納税者の理解が得られる範囲で道路特定財源の使途の多様化
を図ることとしている。 

・ また与党３党「平成１５年度税制改正大綱」（平成１４年１２月）にお
いては、「道路特定財源は、受益者負担の原則により、自動車利用者等
に負担を求めている」として、「納税者である自動車利用者の理解・納

得を得るべく、道路整備に充てることを原則とする」とされている。 
・ さらに、経済財政諮問会議では「道路特定財源については、受益と負担

の観点から納税者の理解・納得を得つつ、環境や都市交通への活用等使
途の多様化を検討する」（平成１５年度予算の基本答申）とされている。 

 

現状と今後の予定 社会資本整備重点計画法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律が成
立（平成 15 年３月 28 日）し、施行（同年４月１日）された。 

その他特記事項  

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.47】 

担当部局 道路局 

事前評価票の 
施策等名 

直轄事業による新たな高速道路整備方式の導入等に関する高速自動車国道法

等の改正 
評価結果に基づく 
措置 

（１）高速自動車国道法及び沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律案を国

会に提出した。（平成 15 年２月） 
（２）直轄方式による高速自動車国道建設費を予算要求。（平成 15 年 12 月） 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 平成 14 年 12 月「道路関係四公団の民営化について」政府・与党協議会申
し合わせにおいて、平成 15 年度予算に関連する事項として決定されており、

緊急的に措置を講じることが適当と判断。 
○「道路関係四公団の民営化について」政府・与党協議会申し合わせ（平成

14 年 12 月 12 日）（抄） 
２．平成 15 年度予算に関連する事項 
② 新直轄方式の導入 
新会社による整備の補完措置として、必要な高速道路を建設するため、
国と地方の負担（国：地方＝３：１）による新たな直轄事業を導入する。 

③ この直轄による整備は、できる限り少ない財政負担で高速道路ネット

ワークを整備する観点から、１．①のコスト縮減や新会社による投資可
能額を踏まえ、約３兆円を現時点での目安とし、今後の交通需要、金利

動向等を踏まえ、必要に応じ見直すものとする。また、対象とする路線
は、料金収入により管理費を賄えない区間など、新会社による整備・管
理が難しいと見込まれる路線・区間とする。 

 

現状と今後の予定 （１）高速自動車国道法及び沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律が成

立（平成 15 年４月 25 日）し、施行（同年５月 12 日）された。 
（２）また、平成１５年度予算において、直轄方式による高速自動車国道建

設費として、事業費１，３２３億円（国費１，０００億円）を計上した。 
なお、具体的に、直轄方式で整備する個別の路線・区間は、今後、国

土交通省において、整備効果、交通量の見直し、収支見通し等を精査し

て、関係地方公共団体の意見も聴取し、国土開発幹線自動車道建設会議
の議を経て決定する予定。 

その他特記事項  
 

 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.48】 

担当部局 道路局 

事前評価票の 
施策等名 

本州四国連絡橋公団の債務の負担の軽減を図るために平成十五年度において

緊急に講ずべき特別措置の実施 
評価結果に基づく 
措置 

（１）本州四国連絡橋公団の債務の負担の軽減を図るために平成十五年度に

おいて緊急に講ずべき特別措置に関する法律案を国会に提出した。（平成
15 年２月） 

（２）本州四国連絡橋公団の債務の一部（約１．３４兆円）を一般会計に承
継することを前提として、平成１５年度予算において約２２４５億円を
要求。（平成 15 年 12 月） 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 平成 14 年 12 月「道路関係四公団の民営化について」政府・与党協議会申
し合わせにおいて、平成 15 年度予算に関連する事項として決定されており、
緊急的に措置を講じることが適当と判断。 
○「道路関係四公団の民営化について」政府・与党協議会申し合わせ（平成

14 年 12 月 12 日）（抄） 
２．平成 15 年度予算に関連する事項 
① 本州四国連絡橋公団の債務処理等 

有利子債務の一部（約 1.3 兆円）を切り離し、国の道路特定財源によ

り早期に処理するとともに、国及び地方による出資の期間を平成 34
年度まで 10 年間延長することにより、将来における国民負担の膨張

を避けるとともに、現行料金の引上げを前提とせずに本四架橋として
自立的経営を可能なものとする。 

現状と今後の予定 （１）本州四国連絡橋公団の債務の負担の軽減を図るために平成十五年度に
おいて緊急に講ずべき特別措置に関する法律が成立（平成 15 年４月 25
日）し、施行（同年５月 12 日）された。 

（２）また、本州四国連絡橋公団の債務の一部（約１．３４兆円）を一般会
計に承継することを前提として、平成１５年度予算において約２２４５

億円を計上した。 
その他特記事項  

 
 
 
 



 

措置状況報告票（政策アセスメント）【No.49】 

担当部局 海上保安庁海洋情報部 
 

事前評価票の 
施策等名 

大陸棚の限界画定に向けた海域精査及び関係省庁の連携体制の構築 

評価結果に基づく 
措置 

○平成１１年度に策定された国連の「科学的・技術的ガイドライン」を充足す
る専門的で詳細な調査を行うための予算要求を行った。（平成１４年８月） 

  
 

関連して講じた措置  

政策判断の理由 ○国連海洋法条約に基づき200海里を超えて大陸棚を設定するためには、遅く
とも平成２１年までに証拠資料を「国連大陸棚の限界に関する委員会」に提
出することとされている。 
我が国においては、拡張の可能性のある海域がこれまでの調査により65万平
方キロにわたることが判明しており、平成２１年までに提出期限に間に合わ
なかった場合は、我が国大陸棚の限界の拡張により確保することができる海
底及び海底下の生物・鉱物・エネルギー資源を喪失することとなる。 

 このため、平成１４年８月「国土交通省の重点施策」における「主要施策の
展開」のうち「経済・民間が主導する経済の基盤強化」に資する施策である
として、緊急的に措置を講じることが適当と判断した。 

 

 
 

現状と今後の予定 ○ 大陸棚の限界画定のための調査が予算として認められた。 
【平成１５年度予算額：２２４百万円（国費）】 

 

その他特記事項 ○平成１４年６月、内閣に「大陸棚調査に関する関係省庁連絡会議」が設置さ
れた。 

 
 
 


